スコットランドの独立を問う住民投票をめぐる動きに関する一考察―市民社会の関わりの視点から― by 石見 豊






















































































　SNPは，2007 年の第 3回スコットランド議会議員選挙および 2011 年の第
4回スコットランド議会議員選挙で第一党となり，スコットランド政府を率
いることになり，現在も SNPが政権を担当している。この SNPは，1934 年









は 1960 年代の後半以降のことである。その契機は，1967 年の英国議会の総
選挙で同党の候補者が当選を果たしたことにある 11）。その後，SNPの勢力

















35 議席を獲得して獲得議席数では第 2党となった。2003 年に行われた第 2
回議会議員選挙でも第 2 党の座は維持したものの獲得議席数は 10 議席減
らして 25 議席となった。2007 年の第 3回議会議員選挙では，上記の通り，
SNPが第 1党となった。ただし，労働党との差は 1議席のみであった（SNP
が 47，労働党は 46）。この時の SNPの勝利は，SNP自体の勝利と言うより，
労働党の失点に因るところが大きい 16）。2011 年の第 4回議会議員選挙では，
SNPは 69 議席を獲得して大躍進した。これは大方の予想を上回る大勝利で
あった 17）。
　第 3 回議会議員選挙の結果誕生したスコットランド政府の SNP政権は，
2007 年 8 月 14 日，住民投票法案の原案を含む白書『スコットランドの未来
の選択：民族的対話（Choosing Scotland’s Future: A National Conversation）』
を発表した 18）。同白書では，スコットランドの独立に関する提案だけでは
なく，さらなる分権の必要性に関する提案も含んでいた 19）。また，SNP政












に現実味が出てきた）。2012 年 1 月，SNP政権は，住民投票法案について市
民の意見を聴くための協議文書『あなたのスコットランド，あなたの住民投


























































































がスコットランド・ボランタリーサービス協議会（the Scottish Council of 

























たからである。SCVOやスコットランド労働組合会議（the Scottish Trade 
Union Congress），また次に述べるスコットランド地方自治体協議会（the 
Convention for Scottish Local Authorities: COSLA）などは直接スコットラン
ド政府と交渉するほうが強い影響力を及ぼすことができたからである 32）。
　COSLAは，スコットランドの地方自治体が加盟する連合組織である。ス
コットランドにおける地方自治制度は，1996 年 4 月以降，1層制を採用し
ており 33），32 の自治体がある。2013 年 7 月現在，このうちの 31 の自治体
が COSLAのメンバーになっている。COSLAは 1975 年に創設された。2001
年には，グラスゴー，クラックマナンシア，フォールカークの 3自治体が
































̶  13  ̶
スコットランドの独立を問う住民投票をめぐる動きに関する一考察（石見）
2007 年 8 月以降の独立問題に向けた動きについて概観する。小論の第 2章
でも記したように，2007 年 8 月 14 日に SNP政権は白書『スコットランド
の未来の選択：民族的対話』を発表し，スコットランド各地での対話集会を
開催したり，独立問題に関するウェブ・サイトを開設したりしてきた。これ
らの民族的対話は 2009 年 11 月まで行われ，対話集会は 100 回を数え，また，




　そして，この民族的対話の成果を踏まえて作成されたのが，2009 年 11 月
30 日に発表された白書『あなたのスコットランド，あなたの声：民族的対
話（Your Scotland, Your Voice: A National Conversation）』であった。ま
た，2010 年 2 月 25 日には，スコットランド住民投票法案の原案が協議文
書（consultation paper）として公表された。こうした過程を経て，2012 年
1 月 25 日のバーンズ・ナイトの日 37）に独立問題をめぐる住民投票について
スコットランドの市民および市民社会の意見を聴取するための協議文書で
ある『あなたのスコットランド，あなたの住民投票（Your Scotland, Your 
Referendum）』がスコットランド政府のアクレックス・サモンド首席大臣
によって発表された。この文書に対する市民および市民社会からの意見の聴
取は 2012 年 5 月 11 日に締め切られた。




















































れている。続いて合意は，「1998 年スコットランド法の第 30 条の規定に従っ
て枢密院令（an Order in Council）を英国（議会）とスコットランド議会に
表 4　市民への意見聴取の質問とその結果




















　その後，スコットランド政府は，2013 年 2 月に『スコットランドの未来：
住民投票から独立そして成文憲法の制定へ（Scotland’s Future: from the 
















へ向けた憲法綱領（A Constitutional Platform for Independence）」の章では，
表 5のような憲法綱領の内容を掲げるとともに，もし住民投票で独立に賛成
する結果になった場合には，独立後初めてのスコットラント議会議員選挙は













2013 年 10 月にこの 2つの法案の採決が行われ，11 月には女王の裁可を受け
る予定になっている 39）。
̶  18  ̶
スコットランドの独立を問う住民投票をめぐる動きに関する一考察（石見）
　最後に，最新の世論調査の状況などについて紹介する。2013 年 9 月 18 日
のガーディアンは，ICMによる調査結果に基づいて，独立への賛成が 52％，
反対が 32％，分からない（don’t know）という回答が 16％という数字を紹
表 5　スコットランドの憲法綱領の内容




トランド政府の高官（2013 年 7 月までサモンド首席大臣の政策室長だった
アレックス・ベル氏）の独立キャンペーンへの批判の言葉を紹介している。











　もう一点，2013 年 9 月 15 日のインディペンデントに興味深い記事が掲載





























































 2） 英国の場合，単一国家（unitary state）の中でも連合王国（the United 
Kingdom）という特異な国の成り立ちであることに注意が必要である。
 3） スペインの中央政府は住民投票に対して違憲であるとの見解を示している。
「日本経済新聞」2012 年 12 月 19 日（電子版），http://www.nikkei.com/article/
DGXNASGM1902S_Z11C12A2EB1000/（最終閲覧日：2013 年 7 月 7 日）
 4） 一例として，2011年4月に実施された第17回統一地方選挙の投票率を挙げると，
知事選で 52.77％，都道府県議選で 48.15％，市区町村長選で 51.54％，市区町
村議選で 49.86％という結果であった。





̶  22  ̶
スコットランドの独立を問う住民投票をめぐる動きに関する一考察（石見）
はおかしいという熊谷俊人千葉市長の意見を紹介している
 6） ヨーロッパにおける市民社会概念の発展については次の文献が詳しい。Hall J. 
and Trentmann F. ed., Civil Society: A Reader in History, Theory and Global 
Politics, Hampshire: Palgrave Macmillan, 2005
 7） 拙著「英国における分権改革の現状と課題」『経済研紀要』第 24 号，国士舘大
学経済研究所，2012 年。拙著「スコットランドにおける分権改革の再検討」『政
経論叢』第 161 号，国士舘大学政経学会，2012 年
 8） スコットランド国家党は，1928 年から 34 年まで存続したが，元来，グラスゴー
大学スコットランド民族主義者協会（Glasgow University Scottish Nationalist 
Association）やスコットランド国民連盟（Scots National League），スコットラ
ンド・ホームルール協会（Scottish Home Rule Association），スコットランド
民族運動（Scottish National Movement）などが統合・合流して創設された政党
である。Lynch P., SNP: The History of Scottish National Party, Cardiff: Welsh 
Academic Press, 2002, p. 6
 9） 一方，スコットランド党は 1932 年から 34 年まで存続した政党である。Ibid., p. 
6










G., The Scottish Political System, Cambridge: Cambridge University Press, 1973, 
p. 127
 11） 1967 年の英国議会庶民院の補欠選挙で，SNPのウイニー・ユーイング（Winnie 
Ewing）が議席を獲得した。この背景には，「スコットランドにおける経済不況・
失業の増大に加え，1959 年総選挙における労働党の敗北と二大政党制への不満
等」があり，また，「SNPの政党支部の数も，1962 年の 18 支部から，1968 年
の 484 支部に激増している」など，60 年代以降，SNPが「政治的なグループから，
本格的な政党に脱皮した」ことが挙げられる。渡辺樹「スコットランド議会と
スコットランド国民党」『レファレンス』2007 年 10 月号，pp.40–41
 12） 労働党は，1958 年以降，スコットランドの自治を支持する立場から撤退した。




















うな独立を志向する政党とは相容れなかった。Lynch P., Scottish Government 
and Politics: An Introduction, Edinburgh: Edinburgh University Press, 2001, p. 
11. McGarvey N. and Cairney P., Scottish Politics: An Introduction, Hampshire: 









月の第 4回議会議員選挙で SNPが大勝（47 → 69 議席へ）したのは，上記のよ
うに 4年間の政権運営で失策がなかったこと，スコットランドの発展のために
は，思い切った政策の転換が必要であり，それを市民が SNPに期待したので
はないかと予想できる。労働党の議席減（46 → 37 議席へ）は，2010 年の英国
議会総選挙と連動した有権者の投票行動であり，自由民主党の激減（16 → 5 議
席へ）は，スコットランド議会では労働党と連立を組み（1999 ～ 2003 年），国




 18） 内容的には政府としての考え方を示した緑書（green paper）に相当するもので
あったが，SNP政権は白書（white paper）として発表した。





 20） The National Conversation, Your Scotland Your Voice: A National Conversation, 
Edinburgh, p. 5
 21） 保守・労働・自由民主の各党は SNPの提案する独立問題よりさらなる分権問題
により強い関心を持って関わった。三党はグラスゴー大学総長のケネス・カル
マン卿が委員長を務める「スコットランドへの分権に関する委員会（Commission 
on Scottish Devolution）」を設け，同委員会による検討結果はその後の 2012 年
スコットランド法の制定につながることになった。
 22） 自治体国際化協会ロンドン事務所「マンスリートピック」2012 年 5 月号，p. 2
 23） 大学教育社編『現代政治学事典』ブレーン出版，1991 年，pp. 415–416
 24） 邦文による代表的な著作として，松下圭一『市民政治理論の形成』岩波書店，
1959 年，参照
 25） 原田晃樹・藤井敦史・松井真理子『NPO再構築への道』勁草書房，2010年，p. 7
 26） 同上，p. 8
 27） 金川幸司『協働型ガバナンスと NPO』晃洋書房，2008 年，p. 74
 28） 松井真理子「中央政府／自治体と市民」竹下譲・横田光雄・稲沢克祐・松井真
理子『イギリスの政治行政システム』ぎょうせい，2002 年，p. 308
 29） 同上，pp. 308–309
 30） Keating M., The Government of Scotland: Public Policy Making after 
Devolution, Edinburgh: Edinburgh University Press, 2005, p. 78
 31） Lynch P., Scottish Government and Politics: An Introduction, Edinburgh: 
Edinburgh University Press, 2001, pp. 116–117
 32） McGarvey N. and Cairney P., Scottish Politics: An Introduction, Hampshire: 
Palgrave Macmillan, 2008, p. 232
 33） 1996 年 4 月に 1層制になるまではスコットランドも 2層制（9つのカウンティ
と53のディストリクトで構成。その他に3つの島嶼部の1層制自治体があった）
の自治制度を採用していた。
 34） McConnell A., Scottish Local Government, Edinburgh: Edinburgh University 
̶  25  ̶
スコットランドの独立を問う住民投票をめぐる動きに関する一考察（石見）
Press, 2004, p. 37
 35） Ibid., p. 37
 36） http://www.scotland.gov.uk/Topics/constitutional/a-national-conversation




 38） 自治体国際化協会ロンドン事務所「マンスリートピック」2013 年 3 月号，p. 4
 39） 同上，pp. 4–5
 40） The Guardian, 18 September 2013
 41） The Independent on Sunday, 15 September 2013
 42） BBC News Scotland Politics. Q&A: Scottish independence referendum, 25 
January 2012, http://www.bbc.co.uk/news/uk-scotland-13326310
